　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合研究所ＥＥＣ研究報告書（Ｈ１９）

課題番号Ⅰ－１－２


工学院大学新宿校舎の設備機器・ライフライン施設の耐震性評価
－給排水設備，空調設備における評価指標の適用－
超高層建築　建築設備　BCP　復旧曲線　Bottleneck Index
 　　　　 大橋一正＊　　田中　孝＊＊
　　　　村田博道＊＊＊　萩原啓太****
[image: image1.bmp]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1．はじめに

本報では超高層建築である工学院大学新宿校舎高層棟(以降　高層棟)の建築設備に評価指標註1)として提案された復旧曲線，Bottleneck Index(以降　B.I.)を適用する。
評価は給排水設備の中水の給排水機能を対象とし、空調設備は冷房，暖房機能と11F以上で窓の開閉ができないため換気機能も対象とした。復旧曲線，B.I.は評価システムモデルを構築した後、機器・配管系統ごとに被害モードを想定した耐力と再調達日数を設定した上で適用する。なお、本報は手法論の適用性の検討を目的としており、設備機器・系統の施工状況に即した耐力や立地条件，建物外部インフラを考慮した再調達日数の検討は行っていない。
2．設備概要
図1に中水の給排水系統を示す。給水は重力給水方式とし、3系統に分割されている。衛生器具への給水は男女別の2系統に分割され、図は男子トイレへの給水系統である。排水は地上階が合流式による重力式排水，地下階は分流式による機械式排水としている。

高層棟が位置する街区は、地域冷暖房施設(以降　DHC)より冷水，蒸気が供給されており、高層棟では冷暖房に用いられている。冷水・蒸気共にB3Fにヘッダが設置され、それ以降は冷水が2系統，蒸気が1系統で供給されている。空調機は南北2箇所に設置され、教室，研究室階を2層ごとに空調し、コンピュータ機械室等は個別に空調されている。

電源は、B6～14FがB3Fの特高変電室の供給範囲で、15～29Fが21Fの中間電気室の供給範囲である。
3．評価システムモデルの構築
建築設備は固有の機能を有する複数の設備機器(以降　コンポーネント)を有機的に接続することで、システムとして機能している。従って、搬送機器・系統のどこか1箇所が被害を受けた場合、被害の位置によっては全エリアの機能が喪失する。そこで、搬送機器・系統において単体の被害を影響度として反映するため、各系統でエリア単位の直列モデル(以降　ライン)を構成し並列に積み上げ、評価システム
モデルを構築する。なお、文献参文1)にて地盤沈下による配管被害も報告されているが、本報では、建物外部のライフライン機能は健全なものとする。
3.1. 給排水設備
階ごとにエリアを設定し、排水機能を含めた給水の可否を、評価システムモデルとして構築する。給水機能の喪失条件を表1に示す。①受変電機器と受水槽の被害は、全エリアで給水不可とし、②揚水に必要となる搬送機器・系統の被害は、3系統のうち被害を受けた系統による供給エリアで給水不可とした。③給水管と枝管溶接部での被害は、バルブにより止水可能なため被害を受けた系統のみ給水不可とし、④地上階の排水は、被害を受けた枝管が接続されている衛生器具に加え、被害位置より上階のエリアでも給水不可とした。図2に被害③，④による給水機能喪失範囲を示す。なお、地下階の排水は排水管の被害に加え、機械式排水に必要となる搬送機器・系統が被害を受けた場合、地下階の全エリアで給水不可とした。衛生器具接続配管の器具周りで破断している事例が文献参文2)で報告されているが、本
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報では衛生器具接続配管は評価対象としない。

図3に中水の給水システムモデルと影響度を示す。ラインは給排水機能として必要なコンポーネントで構成され、B2～28Fまでの計49ライン註3)とし、1ラインの影響度は一律1/49とした。

3.2空調設備
図4に空調設備の機能別直列モデルを示す。冷水，蒸気系統は共にB3F以上に設置されたコンポーネントを評価対象とし、DHCは含まない。また、ダクトは空調機取り付け部のみで被害を想定し、各室への風道系統は評価対象としない。給排水設備同様、階ごとにエリアを設定し、冷房，暖房，換気の可否を評価システムモデルとして構築する。
空調機能の喪失条件を表2に示す。⑤受変電機器の被害は、全エリアで冷房，暖房，換気不可とした。⑥冷水，蒸気の搬送機器・系統における被害は、被害を受けた系統による供給エリアで冷房もしくは暖房不可とした。冷房は冷水を2系統に分割し供給しているため、図5に示すように被害を受ける機器によって機能喪失範囲が異なる。⑦空調機への接続配管(往・還)はバルブにより止水可能なため被害を受けた空調機の空調エリアで冷房，暖房不可とした。⑧ダクト取り付け部での被害は、接続している空調機の空調エリアで冷房，暖房，換気不可とした。

空調設備も給水システムモデル同様に、冷房，暖房，換気機能で、それぞれモデル化を行う。冷房はB3～28Fまでの計39ライン註4)とし、1ラインの影響度は一律1/39とした。なお、暖房註5)は32，換気は39のラインで構成している。
4．入力地震動
シナリオ地震動として、東京湾北部地震M7.3を想定した地震動(Waldモデル，EW成分)参文3)を設定した。各コンポーネントへの作用地震動は、質点系モデル(曲げせん断モデル)による時刻暦応答解析結果参文4)を用いた。図6に各階の最大応答加速度ならびに最大層間変形角を示す。なお、地下階の最大応答加速度値は1Fと同値とした。
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5．コンポーネントの耐力と復旧日数
設備機器の被害モードは、軽微，大破の2つを仮定する。床にアンカボルトを用い固定する機器は、アンカボルトの伸び，変形を軽微、アンカボルトの破断による移動，転倒を大破と仮定する。配管やダクトは、簡易補修で使用可能な被害を軽微、大きな残留変形や機器取り付け部，枝管接続部の破断に伴い漏水等の二次被害を被った場合を大破と仮定する。
コンポーネントの被害モード別耐力値は、軽微を設計基準(局部震度法)参文5)，6)を参考に設定し、大破が軽微の一律2倍の中央値とした。揚水管，給水管等の立て管は、自重による応力に加え、内圧，応答加速度により慣性力として生じる応力，建築物の層間変位による応力を組み合わせた応力度で耐力値を検討すべきであるが、本報では鉄骨造の配管設計に用いられる層間変形角1/100を軽微，1/50を大破の中央値とした。各コンポーネントの耐力中央値と各被害モードにおける設備機器の復旧，もしくは再入手にかかる日数として仮定した値を表3に示す。なお、耐震補強後の中央値は便宜上、同表の1.5倍とした。

6．復旧曲線とB.I.の適用
文献参文7)によると機能停止の確率関数には、被害事象の相関係数を考慮する必要がある。本報では同論文を基に、地震による建築設備被害事象の相関係数を0.64とした。
6.1. 建物全体機能への適用

建物全体の中水給排水機能における復旧曲線を図7に示し、表4にはB.I.を示す。

地震被害発生後4.1日で65[%]の機能が回復し、完全復旧までに4.6日要する結果となった。B.I.を適用し、上位6項目に補強を施した場合、B.I.は平均83[%]低下し、2.2日早まる結果を得た。

建物全体の冷房，暖房，換気機能における復旧曲線を図8に示し、表5にはB.I.を示す。地震発生後1.8日で換気が85[%]回復する。換気に比べ暖房は関連する機器が多く、蒸気も1系統で供給されているため、2.3日多く要していると考えられる。一方、暖房に比べ冷房は2系統に分割されているため、復旧過程に違いが表れ40[%]の回復に3.5日要し、3.8日で56[%]から完全復旧に達している。

B.I.を適用し、冷房は7項目，暖房は6項目，換気は3項目に補強を施した場合、冷房，暖房のB.I.は平均82[%]低下し、冷房が1.7日，暖房が2.2日早

まる結果を得た。
6.2. 低層系統と高層系統の比較

地震時コンポーネントの影響度や耐震性能の違いが超高層建築の場合、高さ関係で大きな違いが表れることが考えられる。そこで中水の6～B2Fに給水する低層系統と28～18Fに給水する高層系統で復旧曲線を比較する。

図9に中水の低層・高層系統の復旧曲線，表6にB.I.を示す。地震被害発生後低層系統が4.0日，高層系統が4.6日で完全復旧に達している。ここで低層，高層系統共に4項目にて補強を想定した場合、B.I.は平均して83[%]低下し、期待復旧日数も平均2.5日早まり、低層系統が1.1日早く復旧する結果を得た。ここに、補強対象に含まれる受変電機器，①動力盤は同一の機器である。
7．まとめ

　本報では、評価指標として提案された復旧曲線とB.I.を適用すべく、まず、給排水設備の中水の給排水機能と空調設備の冷房，暖房，換気機能を対象に評価システムモデルを構築した。その後、復旧曲線の評価とB.Iを適用することで特定した設備システム上優先的に補強すべき機器を対象に補強を想定することで、補強前後の復旧曲線を比較した。

建物全体機能を対象としB.I.を適用した場合、期待復旧日数は中水が48[%]，冷房，暖房が平均47[%]早まる結果を得た。また、低層系統と高層系統を対象とした場合、B.I.は平均83[%]低下し、低層系統の方が1.1日早く復旧する結果を得た。なお、実建物に即した耐力，期待復旧日数を検討していないため復旧過程を考察するには十分とはいえないが、系統分割の差が冷暖房の復旧過程に違いとして表れたため、各機器・系統の影響度や耐震性能の把握の重要性を確認した。


今後は、建築設備の被害事例や再調達日数を含めた実被害情報の収集と、被害モードに適した耐力値の検討が必要だと考える。また、地震時の建物利用等を考慮することでより実用的なBCP策定が可能だと考える。
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図5　冷房・暖房機能の喪失範囲註2)
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表1　中水の給水機能喪失条件註2)





機能喪失範囲　　　:③,　　　:④
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給水�
�
①受変電機器･受水槽�
×�
�
②搬送機器･系統�
△�
�
③給水管と枝管溶接部�
△�
�
④排水管の枝管溶接部�
△�
�
※記号は機能維持(○)と一部機能喪失(△),機能喪失(×)を示す。
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図3　給水システムモデルと影響度
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中水受水槽�
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2.15�
0.35�
2.15�
0.35�
�
�
2�
中水揚水ポンプ(低層)�
1.00�
1.55�
0.25�
1.55�
0.25�
�
�
3�
受変電設備�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
4�
①一般動力(415V)�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
5�
汚水槽�
0.17�
1.75�
-�
0.29�
-�
�
�
6�
汚水排水ポンプ�
0.17�
1.55�
-�
0.26�
-�
�
高層系統�
1�
中水受水槽�
1.00�
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2.15�
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中水揚水ポンプ(高層)�
1.00�
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1.55�
0.25�
�
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1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
4�
①一般動力(415V)�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
5�
中水揚水管(H)(24-25F)�
1.00�
0.48�
-�
0.48�
-�
�
�
6�
中水揚水管(H)(23-24F)�
1.00�
0.47�
-�
0.47�
-�
�






表6　中水の低層・高層系統のB.I.(低層系統)
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×�
�
⑥搬送機器・系統�
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○�
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⑦空調機への接続配管�
△�
△�
○�
�
⑧ダクト取り付け部�
△�
△�
△�
�
※記号は機能維持(○)と一部機能喪失(△),機能喪失(×)を示す。
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図2　中水の給水機能の


喪失範囲註2(被害③,④)
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図9　中水の低層・高層系統の復旧曲線
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3)地上階のライン数は、男子27,女子20の計47となる。これに地下階の1系統のライン数2を合計し、49とした。


4)床置き空調機のみを評価対象とし、ライン数は北系統が17,南系統(地上階のみ)が15,個別空調が7(B3,B2,21,22Fで各1箇所,14Fで3箇所)の合計で39とした。


5)個別空調しているライン数7を除いている。
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図4　空調設備の機能別直列モデル
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表3　フラジリティ情報
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図8　冷房，暖房，換気機能の復旧曲線
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図1　中水の給排水系統





表2　空調機能の喪失条件註2)





図6　最大応答加速度と最大層間変形角参文4)
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図7　中水給排水機能の復旧曲線





表4　中水給水機能のB.I.





�
機器名称�
影響度�
期待復旧日数�
B.I.�
�
�
�
�
補強前�
補強後�
補強前�
補強後�
�
1�
中水受水槽�
1.00�
2.15�
0.35�
2.15�
0.35�
�
2�
受変電機器�
1.00�
1.14�
0.35�
1.14�
0.22�
�
3�
①動力盤(415V)�
1.00�
1.14�
0.35�
1.14�
0.22�
�
4�
中水揚水ポンプ(中層)�
0.41�
1.55�
0.25�
0.63�
0.10�
�
5�
中水揚水ポンプ(高層)�
0.35�
1.55�
0.25�
0.54�
0.09�
�
6�
中水揚水ポンプ(低層)�
0.24�
1.55�
0.25�
0.38�
0.06�
�
7�
揚水管(24F)�
0.35�
0.48�
-�
0.17�
-�
�
8�
揚水管(23F)�
0.35�
0.48�
-�
0.16�
-�
�






表5　冷房，暖房，換気機能のB.I.





�
機器名称�
影響度�
期待復旧日数�
B.I.�
�
�
�
�
補強前�
補強後�
補強前�
補強後�
�
冷房�
1�
冷水ヘッダ(往)�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
2�
冷水ヘッダ(還)�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
3�
受変電機器�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
4�
低層系統冷水ポンプ�
0.54�
1.55�
0.25�
0.83�
0.13�
�
�
5�
高層系統冷水ポンプ�
0.46�
1.55�
0.25�
0.71�
0.11�
�
�
6�
①動力盤(415V)�
0.54�
1.14�
0.22�
0.61�
0.12�
�
�
7�
①動力盤(210V)�
0.46�
1.14�
0.22�
0.53�
0.10�
�
�
8�
冷水管(往)(24F)�
0.26�
0.48�
-�
0.12�
-�
�
�
9�
冷水管(還)(24F)�
0.26�
0.48�
-�
0.12�
-�
�
暖房�
1�
還水槽�
1.00�
1.95�
0.34�
1.95�
0.34�
�
�
2�
凝縮水返送ポンプ�
1.00�
1.55�
0.25�
1.55�
0.25�
�
�
3�
蒸気ヘッダ�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
4�
受変電機器�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
5�
①動力盤(415V)�
0.50�
1.14�
0.22�
0.57�
0.11�
�
�
6�
①動力盤(210V)�
0.50�
1.14�
0.22�
0.57�
0.11�
�
�
7�
蒸気管(往)(24F)�
0.53�
0.48�
-�
0.25�
-�
�
�
8�
蒸気管(還)(24F)�
0.53�
0.48�
-�
0.25�
-�
�
換気�
1�
受変電機器�
1.00�
1.14�
0.22�
1.14�
0.22�
�
�
2�
①動力盤(415V)�
0.54�
1.14�
0.22�
0.61�
0.12�
�
�
3�
①動力盤(210V)�
0.46�
1.14�
0.22�
0.53�
0.10�
�
�
4�
空調機(B2F)�
0.03�
0.77�
-�
0.02�
-�
�
�
5�
空調機(B1F)�
0.03�
0.77�
-�
0.02�
-�
�
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